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コード番号 2107 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.toyosugar.co.jp) 
　
代　　表　　者 役職名　代表取締役社長　 氏名　茅野　禎二 　

問合せ先責任者 役職名　取締役総務部長　 氏名　青山　正明 TEL (03)3668－7871　　

決算取締役会開催日 平成18年 5月12日 中間配当制度の有無 有

定時株主総会開催日 平成18年 6月23日 単元株制度採用の有無 有(１単元 1,000株)

　 　 　 　

1.  18年 3月期の業績（平成17年 4月 1日～平成18年 3月31日）

(1) 経営成績 （百万円未満切り捨て）

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　18年 3月期 10,092 3.4 632 △26.1 770 　　3.0

　17年 3月期 9,764 　　6.2 856 8.3 747 　　10.5

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　18年 3月期 △949 ― △17 41 ― ― △31.5 7.0 7.6

　17年 3月期 318 △4.0 5 84 ― ― 9.5 6.4 7.7

(注) ① 期中平均株式数 18年 3月期 54,546,598株 17年 3月期 54,552,521株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

　18年 3月期 0 00 0 00 0 00 ― ― ―
　17年 3月期 0 00 0 00 0 00 ― ― ―

  

　

(3) 財政状態 （百万円未満切り捨て）

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 3月期 10,508 2,516 23.9 46 13

17年 3月期 11,644 3,516 30.2 64 47

(注) ① 期末発行済株式数 18年 3月期 54,545,940株 17年 3月期 54,547,785株

　 ② 期末自己株式数 18年 3月期 14,060株 17年 3月期 12,215株

　

2.  19年 3月期の業績予想（平成18年 4月 1日～平成19年 3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 5,500 320 330 0 00 ― ― ― ―

通期 10,900 540 450 ― ― 0 00 0 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　8円25銭
　　※　本資料における予想、見通し、計画等は、現時点における事業環境に基づくものであり、今後の

事業環境の変化により実際の業績が異なる可能性があります。
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6. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　現金及び預金 　 　 205 　 　 356 　 　 151

　 ２　受取手形 　 　 5 　 　 7 　 　 2

　 ３　売掛金 ※５ 　 240 　 　 306 　 　 66

　 ４　商品 　 　 25 　 　 32 　 　 7

　 ５　製品 　 　 473 　 　 459 　 　 △14

　 ６　原材料 　 　 519 　 　 586 　 　 67

　 ７　仕掛品 　 　 109 　 　 140 　 　 31

　 ８　短期前払費用 　 　 13 　 　 14 　 　 1

　 ９　繰延税金資産 　 　 111 　 　 28 　 　 △83

　 10　関係会社短期貸付金 　 　 227 　 　 580 　 　 353

　 11　未収入金 　 　 122 　 　 4 　 　 △118

　 12　その他 　 　 0 　 　 11 　 　 11

　 　　貸倒引当金 　 　 △1 　 　 △580 　 　 △579

　 　　流動資産合計 　 　 2,053 17.6 　 1,948 18.5 　 △105

 Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　(1) 建物 　 4,226 　 　 3,852 　 　 △374 　

　 　　　減価償却累計額 　 800 3,426 　 881 2,970 　 81 △456

　 　(2) 構築物 　 23 　 　 23 　 　 － 　

　 　　　減価償却累計額 　 15 7 　 16 7 　 1 △0

　 　(3) 機械及び装置 　 559 　 　 573 　 　 14 　

　 　　　減価償却累計額 　 341 217 　 359 214 　 18 △3

　 　(4) 車両運搬具 　 52 　 　 52 　 　 － 　

　 　　　減価償却累計額 　 11 41 　 29 23 　 18 △18

　 　(5) 工具・器具及び備品 　 174 　 　 171 　 　 △3 　

　 　　　減価償却累計額 　 146 28 　 148 22 　 2 △6

　 　(6) 土地 　 　 3,955 　 　 3,279 　 　 △676

　 　(7) 山林立木 　 　 72 　 　 80 　 　 8

　 　(8) 建設仮勘定 　 　 0 　 　 － 　 　 △0

　 　　有形固定資産合計 　 　 7,749 66.6 　 6,598 62.8 　 △1,151

　 ２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　(1) 商標権 　 　 0 　 　 － 　 　 △0

　 　(2) ソフトウェア 　 　 48 　 　 36 　 　 △12

　 　(3) 施設利用権 　 　 10 　 　 8 　 　 △2

　 　　無形固定資産合計 　 　 59 0.5 　 44 0.4 　 △15

　 ３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　(1) 投資有価証券 ※１ 　 363 　 　 215 　 　 △148

　 　(2) 関係会社株式 　 　 687 　 　 643 　 　 △44

　 　(3) 出資金 　 　 1 　 　 1 　 　 －

　 　(4) 役員及び従業員に

　 　　　対する長期貸付金
　 　 51 　 　 46 　 　 △5

　 　(5) 関係会社長期貸付金 　 　 524 　 　 821 　 　 297

　 　(6) 長期前払費用 　 　 7 　 　 6 　 　 △1

　 　(7) 繰延税金資産 　 　 105 　 　 166 　 　 61

　 　(8) 長期保証金 　 　 30 　 　 2 　 　 △28

　 　(9) 役員従業員積立保険料 　 　 29 　 　 － 　 　 △29

　　(10) その他 　 　 3 　 　 17 　 　 14

　　 　　貸倒引当金 　 　 △23 　 　 △2 　 　 21

　　 　投資その他の資産合計 　 　 1,781 15.3 　 1,917 18.3 　 136

　　 　固定資産合計 　 　 9,590 82.4 　 8,560 81.5 　 △1,030

　　 　資産合計 　 　 11,644 100.0 　 10,508 100.0 　 △1,136
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前事業年度

(平成17年３月31日)

当事業年度

(平成18年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　買掛金 ※５ 　 59 　 　 224 　 　 165

　 ２　短期借入金 ※１ 　 5,740 　 　 5,140 　 　 △600

　 ３　一年以内返済の

　 　　長期借入金
※１ 　 101 　 　 85 　 　 △16

　 ４　未払金 ※５ 　 9 　 　 11 　 　 2

　 ５　未払法人税等 　 　 16 　 　 22 　 　 6

　 ６　未払消費税等 　 　 33 　 　 45 　 　 12

　 ７　未払費用 ※５ 　 279 　 　 290 　 　 11

　 ８　預り金 　 　 5 　 　 7 　 　 2

　 ９　賞与引当金 　 　 45 　 　 45 　 　 △0

　 10  事業撤退損失引当金 　 　 　 　 　 72 　 　 72

　 11　設備関係未払金 　 　 29 　 　 － 　 　 △29

　 12　その他 　 　 1 　 　 10 　 　 9

　 　　流動負債合計 　 　 6,320 54.3 　 5,957 56.7 　 △363

 Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　長期借入金 ※１ 　 1,504 　 　 1,697 　 　 193

　 ２　退職給付引当金 　 　 289 　 　 317 　 　 28

　 ３　役員退職慰労引当金 　 　 13 　 　 20 　 　 7

　 　　固定負債合計 　 　 1,807 15.5 　 2,035 19.4 　 228

　 　　負債合計 　 　 8,127 69.8 　 7,922 76.1 　 △205

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

 Ⅰ　資本金 ※３ 　 2,904 24.9 　 2,904 27.6 　 －

 Ⅱ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　当期未処分利益又は

　　　当期未処理損失(△)
　 　 558 　 　 △391 　 　 △949

　 　　利益剰余金合計 　 　 558 4.8 　 △391 △3.7 　 △949

 Ⅲ　その他有価証券評価差額金 　 　 55 0.5 　 5 0.0 　 △50

 Ⅳ　自己株式 ※４ 　 △1 △0.0 　 △1 △0.0 　 △0

　 　　資本合計 　 　 3,516 30.2 　 2,516 23.9 　 △1,000

　 　　負債及び資本合計 　 　 11,644 100.0 　 10,508 100.0 　 △1,136
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② 損益計算書

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
 金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

 (％)
金額(百万円)

 Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　商品売上高 ※１ 334 　 　 279 　 　 △55 　

　 ２　製品売上高 ※１ 9,214 　 　 9,538 　 　 324 　

　 ３　不動産事業営業収入 ※１ 215 9,764 100.0 274 10,092 100.0 59 　

 Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　商品期首たな卸高 　 20 　 　 25 　 　 5 　

　 ２　製品期首たな卸髙 　 389 　 　 473 　 　 84 　

　 ３　当期商品仕入高 ※１ 282 　 　 245 　 　 △37 　

　 ４　当期製品製造原価 ※１ 6,929 　 　 7,365 　 　 436 　

　 　　計 　 7,622 　 　 8,109 　 　 487 　

　 ５　他勘定振替高 ※２ 6 　 　 5 　 　 △1 　

　 ６　商品期末たな卸高 　 25 　 　 32 　 　 7 　

　 ７　製品期末たな卸高 　 473 7,118 　 459 7,611 　 △14 493

　 ８　不動産事業売上原価 　 　 92 　 　 110 　 　 18

　 　　合計 　 　 7,210 73.8 　 7,722 76.5 　 512

　 　　売上総利益 　 　 2,554 26.2 　 2,370 23.5 　 △184

 Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　販売費 ※３ 873 　 　 929 　 　 56 　

　 ２　一般管理費 ※３ 824 1,697 17.4 808 1,737 17.2 △16 40

　 　　営業利益 　 　 856 8.8 　 632 6.3 　 △224

 Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　受取利息 ※１ 29 　 　 18 　 　 △11 　

　 ２　受取配当金 　 9 　 　 168 　 　 159 　

　 ３　雑収入 　 42 80 0.8 27 215 2.1 △15 135

 Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　支払利息 　 139 　 　 63 　 　 △76 　

　 ２　支払保証料 　 9 　 　 7 　 　 △2 　

　 ３　金利スワップ解約損 　 34 　 　 - 　 　 △34 　

　 ４　雑損失 　 6 189 1.9 6 77 0.8 0 △112

　 　　経常利益 　 　 747 7.7 　 770 7.6 　 23
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前事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

当事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
 金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

 (％)
金額(百万円)

 Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　投資有価証券売却益 　 － 　 　 88 　 　 88 　

　 ２　貸倒引当金戻入益 　 2 　 　 － 　 　 △2 　

　 ３　補助金受入益 　 180 183 1.8 51 139 1.3 △129 △44

 Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 １　固定資産除却損 ※４ 33 　 　 1 　 　 △32 　

　 ２　関係会社株式評価損 　 355 　 　 － 　 　 △355 　

　 ３　減損損失 ※５ － 　 　 1,048 　 　 1,048 　

　 ４  事業撤退損失 ※６ － 　 　 703 　 　 703 　

　 ５　過年度役員退職慰労

　　　 引当金繰入額
　 5 393 4.0 － 1,752 17.3 △5 1,359

　　税引前当期純利益又は　　　

　　

　　税引前当期純損失(△)

　 　 537 5.5 　 △843 △8.4 　 △1,380

　 　法人税、住民税

　 　及び事業税
　 2 　 　 49 　 　 47 　

　 　法人税等調整額 　 215 218 2.2 56 106 1.0 △159 △112

　　当期純利益又は　　　　　　

　　

　　当期純損失(△)

　 　 318 3.3 　 △949 △9.4 　 △1,267

　 　前期繰越利益 　 　 239 　 　 558 　 　 319

　　当期未処分利益又は

　　当期未処理損失(△)
　 　 558 　 　 △391 　 　 △949

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　
　
　

③ 利益処分計算書又は損失処理計算書(案)

利益処分計算書 　  　 損失処理計算書(案) 　  　

  
前事業年度

(平成17年３月期)
 　

当事業年度

(平成18年３月期)

区分
注記

番号
金額(百万円) 区分

注記

番号
金額(百万円)

 Ⅰ　当期未処分利益 　 　 558  Ⅰ　当期未処理損失  　 391

 Ⅱ　利益処分額 　 　 －  Ⅱ　損失処理額 　 　 －

 Ⅲ　次期繰越利益 　 　 558  Ⅲ　次期繰越損失 　 　 391
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評

価方法

ａ満期保有目的の債券

　…償却原価法(定額法)

ｂ子会社株式及び関連会社株式

　…総平均法による原価法

ｃその他有価証券

　　時価のあるもの

　　…決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法

(評価差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は総平均

法により算定)

　　時価のないもの

　　…総平均法による原価法

ａ満期保有目的の債券

同左

ｂ子会社株式及び関連会社株式

同左

ｃその他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

　

　

　　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び

評価方法

商品・製品・原材料・仕掛品は総平均

法による原価法

同左

３　固定資産の減価償却の方法 有形固定資産

　ａ建物・構築物・機械及び装置は定

額法を採用しております。

　ｂ車両運搬具・工具・器具及び備品

は定率法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

　　　建物及び構築物　 8～50年

　　　機械及び装置　　13～16年

有形固定資産

　ａ　　　　　 同左

　

　ｂ　　　　 　同左

　
　

　 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。

無形固定資産

同左

　

４　外貨建の資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　　売上債権・貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

同左

　

　

(2) 賞与引当金

　　　従業員に支給する賞与の支出

に充当するため、支給見込額に

基づき当事業年度に負担すべき

額を計上しております。

(2) 賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　

　　――――――――― (3) 事業撤退損失引当金

　　　ホテル事業の撤退に伴って発

生する損失に備えるため、その

損失見込額を計上しておりま

す。

　(追加情報)

　　　当社は、平成17年８月23日開

催の取締役会において、連結子

会社である株式会社白樺湖ビュ

ーホテルを解散および清算し、

ホテル事業から撤退することを

決議し当事業年度に事業撤退損

失引当金を計上しました。な

お、同社は平成18年３月31日開

催の臨時株主総会で解散するこ

とが決議され、同日清算手続き

を開始いたしました。
　 (4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　　　なお、会計基準変更時差異

(527百万円)は、15年による均

等額を費用処理しております。

　　　数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により翌事業年度から

費用処理することとしておりま

す。

(4) 退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　

(5) 役員退職慰労引当金　
　　　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、役員退職慰労金規程に基

づく期末要支給額を計上しており

ます。

(5) 役員退職慰労引当金　
同左

　

　

　(会計方針の変更)
　役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理しておりまし

たが、当事業年度より役員退職慰

労金規程に基づく期末要支給額を

役員退職慰労引当金として計上す

る方法に変更しました。この変更

は、当事業年度に役員退職慰労金

規程の整備改定を行ったことによ

り、また、近年の役員退職慰労金

の引当金計上が会計慣行として定

着しつつあることを踏まえ、当社

においても将来の支出時における

一時的負担の増大を避け、期間損

益の適正化及び財務内容の健全化

を図るためであります。この変更

により、当事業年度発生額７百万

円は販売費及び一般管理費に計上

し、過年度相当額５百万円につい

ては特別損失に計上しておりま

す。この結果、従来と同一の方法

を採用した場合と比べ、営業利益

及び経常利益は７百万円減少し、

税引前当期純利益は13百万円減少

しております。

  なお、当該会計方針の変更が当

下半期に行われたのは、役員退職

慰労金規程の整備改定を進めてき

た結果、平成17年3月開催の取締役

会で合意が得られたことによりま

す。従って、当中間会計期間は従

来の方法によっており、変更を行

った場合と比べ、当中間会計期間

の営業利益及び経常利益はそれぞ

れ３百万円、税引前中間純利益は

９百万円多く計上されておりま

す。
　

―――――――――

６　リース取引の処理方法

　

  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　

同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法

　

(1)　ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満た

している場合には、特例処理を

採用しており、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たして

いる場合には振当処理を採用し

ております。

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

  当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対象

は以下のとおりであります。

(1)　ヘッジ会計の方法

  繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

ては振当処理の要件を満たして

いる場合には振当処理を採用し

ております。

　
　
　
　

(2)　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 ・ヘッジ手段

金利スワップ及び金利キャッ

プ、為替予約

・ヘッジ対象

借入金、買掛金

・ヘッジ手段

金利キャップ、為替予約

 

・ヘッジ対象

同左

　 (3)　ヘッジ方針

  金利スワップ取引及び金利キ

ャップ取引は、借入金の金利変

動リスクをヘッジすることを目

的としており、為替予約取引

は、外貨建金銭債権債務等の為

替変動リスクをヘッジすること

を目的としております。なお、

投機目的の取引は行わない方針

であります。

(3)　ヘッジ方針

  金利キャップ取引は、借入金

の金利変動リスクをヘッジする

ことを目的としており、為替予

約取引は、外貨建金銭債権債務

等の為替変動リスクをヘッジす

ることを目的としております。

なお、投機目的の取引は行わな

い方針であります。

　 (4)　ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップ及び金利キャッ

プについては、期間全体のキャ

ッシュ・フロー総額の変動額を

比較する方法によりヘッジ有効

性を評価しております。

  なお、特例処理によっている

金利スワップについては有効性

の評価を省略しており、為替予

約は、為替予約の締結時に、リ

スク管理方針に従って、米貨建

による同一金額で同一期日の為

替予約をそれぞれ振当てている

ため、その後の為替相場の変動

による相関関係は完全に確保さ

れているので有効性の評価を省

略しております。

(4)　ヘッジ有効性評価の方法

  金利キャップについては、期

間全体のキャッシュ・フロー総

額の変動額を比較する方法によ

りヘッジ有効性を評価しており

ます。

  なお、為替予約は、為替予約

の締結時に、リスク管理方針に

従って、米貨建による同一金額

で同一期日の為替予約をそれぞ

れ振当てているため、その後の

為替相場の変動による相関関係

は完全に確保されているので有

効性の評価を省略しておりま

す。

８　その他財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜き方式によってお

ります。

消費税等の会計処理

同左
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会計方針の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　　　　　　　―――――――――― 　(固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会

計審議会　平成14年8月9日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成15年10月

31日　企業会計基準適用指針第6号)を適用しております。

　これにより営業利益及び経常利益が9百万円増加し、税引

前当期純損失が1,038百万円増加しております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。

　

追加情報

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

 「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第9

号)が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日以後に

開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標準課

税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

(平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号)に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割13百万円

を販売費及び一般管理費として処理しております。

　　　　　　―――――――――――――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

※１　担保に供している資産

　 建物 898百万円

　 土地 1,953　

　 投資有価証券 47　

　 計 2,898　

※１　担保に供している資産

　 建物 192百万円

　 土地 1,232　

　 投資有価証券 10　

　 計 1,436　

　担保設定の原因となる債務等

　 短期借入金 300　

　 一年以内返済の長期借入金 78　

　 長期借入金 210　

　 借入金計 589　

　
宅地建物取引業法に
基づく営業保証金

10　

　担保設定の原因となる債務等

　 短期借入金 200　

　 一年以内返済の長期借入金 18　

　 長期借入金 92　

　 借入金計 310　

　
宅地建物取引業法に
基づく営業保証金

10　

　２　偶発債務
　 (1)債務保証
　　　下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行

っております。

　　　(一般)不動産分譲提携ローン 11百万円

　　　(関係会社) 借入保証 　

　　　　㈱白樺湖ビューホテル 196百万円

　　　　太平洋製糖㈱ 3,159百万円
　　(2)再保証
　　　下記の関係会社が負っている納税債務に関して金

融機関が行っている履行保証に対して下記金額を

上限として連帯保証を行っております。

　　　　太平洋製糖㈱ 120百万円

　２　偶発債務
　 (1)債務保証
　　　下記の会社等の銀行借入等について債務保証を行

っております。

　　　(一般)不動産分譲提携ローン 10百万円

　　　(関係会社) 借入保証 　

　　　　太平洋製糖㈱ 2,790百万円

　　　　  
　　(2)再保証
　　　下記の関係会社が負っている納税債務に関して金

融機関が行っている履行保証に対して下記金額を

上限として連帯保証を行っております。

　　　　太平洋製糖㈱ 120百万円

※３　会社が発行する株式　　普通株式 180,000千株

　　　ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。

　　　発行済株式数　　　　　普通株式 54,560千株

※３　会社が発行する株式　　普通株式 180,000千株

　　　ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。

　　　発行済株式数　　　　　普通株式 54,560千株

※４　自己株式の保有数　　　普通株式　　　12,215株 ※４　自己株式の保有数　　　普通株式　　　14,060株

※５　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

　 売掛金 131 百万円

　 買掛金 22 　

　 未払金 8 　

　 未払費用 147 　

※５　関係会社に係る注記

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

　 売掛金 176 百万円

　 買掛金 180 　

　 未払金 9 　

　 未払費用 157 　

　６　配当制限

　　　有価証券の時価評価により、純資産が55百万円増

加しております。なお、当該金額は商法施行規則

第124条第３号の規定により、配当に充当すること

が制限されております。

　６　配当制限

　　　有価証券の時価評価により、純資産が5百万円増加

しております。なお、当該金額は商法施行規則第

124条第３号の規定により、配当に充当することが

制限されております。

　　　　―――――――――― 　７　資本の欠損の額は393百万円であります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　関係会社との取引高は、次のとおりであります。

　 　 　 百万円

　 商品売上高 309　

　 製品売上高 8,652　

　 不動産事業営業収入 215　

　 商品仕入高 2　

　 原材料仕入高 4,946　

　 製造経費(外注加工費) 1,102　

　 受取利息 27　

※１　関係会社との取引高は、次のとおりであります。

　 　 　 百万円

　 商品売上高 244　

　 製品売上高 8,967　

　 不動産事業営業収入 274　

　 原材料仕入高 5,411　

　 製造経費(外注加工費) 1,124　

　 受取利息 17　

※２　他勘定振替高6百万円の内訳は、次のとおりでありま

す。

　 　 　 　 百万円

　一般管理費 広告宣伝費 1　

　〃 交際費 0　

　〃 雑費 2　

　その他 　 2　

　計 　 6　

※２　他勘定振替高5百万円の内訳は、次のとおりでありま

す。

　 　 　 　 百万円

　一般管理費 広告宣伝費 1　

　〃 交際費 0　

　〃 雑費 1　

　その他 　 1　

　計 　 5　

※３(1) 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

　 　 　 　 百万円

① 販売費 販売手数料 76　

　 　 輸送保管費 438　

　 　 販売促進費 358　

② 一般管理費 従業員給料 234　

　 　 賞与引当金繰入額 62　

　 　 退職給付費用 92 　

　 　
役員退職慰労
引当金繰入額

7 　

　 　 減価償却費 42　

※３(1) 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

　 　 　 　 百万円

① 販売費 販売手数料 151　

　 　 輸送保管費 422　

　 　 販売促進費 355　

② 一般管理費 従業員給料 227　

　 　 賞与引当金繰入額 66　

　 　 退職給付費用 87 　

　 　
役員退職慰労
引当金繰入額

8 　

　 　 減価償却費 44　

　　(2) 一般管理費に含まれる研究開発費は、73百万円であ

ります。

　　(2) 一般管理費に含まれる研究開発費は、80百万円であ

ります。

※４　「固定資産除却損」の内訳は次のとおりであります。

建物 6百万円

構築物 1百万円

機械及び装置 5百万円

工具・器具及び備品 0百万円

山林立木 19百万円

計 33百万円
　

※４　「固定資産除却損」の内訳は次のとおりであります。

建物 0百万円

機械及び装置 0百万円

工具・器具及び備品 0百万円

計 1百万円
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前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※　　――――――――――――　 ※５　減損損失

　　　  当社は、事業の種類別セグメントを基準に、独立のキ

ャッシュ・フローの単位に基づき、資産のグルーピング

を行いました。

　賃貸不動産及び遊休資産に係る継続的な地価の下落に

より、当社は、当事業年度において、収益性が著しく低

下した以下の賃貸不動産及び遊休資産の帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(1,048百万

円、うち建物370百万円、土地675百万円、無形固定資産

1百万円)として特別損失に計上しました。

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　百万円

　
地

域
主な用途 種類 減損損失 　

　

首

都

圏

(賃貸不動産) 　 　 　

　 賃貸マンション 建物 370 　

　 32戸 土地 554 　

　 賃貸事務所 　 　 　

　 4フロアー 合計 925 　

　
そ

の

他

(遊休資産) 土地 121 　

　 工業用土地等
無形固定資産　　　　
　　

1 　

　 　 合計 122 　
　
  なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額に
より測定しており、不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価額
により評価しております。
　

※　　――――――――――――　 ※６　事業撤退損失は、ホテル事業の撤退に伴い発生した撤

退関連損失であり、その内訳は次のとおりであります。

　

固定資産売却損 (建物) 5百万円

 (工具・器具及び備品) 0百万円

固定資産除却損 (商標権) 0百万円

関係会社株式評価損 　 44百万円

関係会社貸倒引当金繰入額 579百万円

事業撤退損失引当金繰入額 72百万円

計 　 703百万円
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リース取引関係

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
　

　 　
工具・器具
及び備品

　 合計

取得価額
相当額

　 24百万円　 24百万円

減価償却
累計額
相当額

　 1百万円　 1百万円

期末残高
相当額

　 23百万円　 23百万円

　　　なお、取得価額相当額は、有形固定資産の期末残高

等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法により算定しております。

　

　 　
工具・器具
及び備品

　 合計

取得価額
相当額

　 24百万円　 24百万円

減価償却
累計額
相当額

　 4百万円　 4百万円

期末残高
相当額

　 20百万円　 20百万円

　　　　　　　　　　　　　同左

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3百万円

１年超 20百万円

合計 23百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、有形固定

資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２

項の規定に基づき、支払利子込み法により算定して

おります。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 3百万円

１年超 17百万円

合計 20百万円

　　　　　　　　　　　　　同左

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2百万円

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　

有価証券関係

※　前事業年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)及び当事業年度(自平成17年４月１日　至

平成18年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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税効果会計関係

　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　 　　 百万円

　 流動の部　 固定の部

(繰延税金資産) 　　 　

　貸倒引当金損金
　算入限度超過額

1　 8

　賞与引当金損金
　算入限度超過額

18　 ―

　未払事業税否認 5　 ―

　退職給付引当金損金
　算入限度超過額

―　 117

　繰越欠損金 80　 ―

　関係会社株式評価損否認 ―　 144

　その他 5　 57

　繰延税金資産小計 111　 328

　評価性引当額 ―　 △184

　繰延税金資産合計 111　 143

(繰延税金負債) 　　 　

　その他有価証券評価差額金 ―　 △38

　繰延税金負債合計 ―　 △38

繰延税金資産(負債)の純額 111　 105

(注)　繰延税金資産の算定に当たり、将来の合理的な見

積可能期間の課税所得の見積額を超える部分につ

いては、評価性引当額として繰延税金資産より控

除しております。

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　 　　 百万円

　 流動の部　 固定の部

(繰延税金資産) 　　 　

　減価償却超過額 ―　 157

　減損損失否認 ―　 274

　貸倒引当金損金
　算入限度超過額

236　 1

　賞与引当金損金
　算入限度超過額

18　 ―

　未払事業税否認 4　 ―

　退職給付引当金損金
　算入限度超過額

―　 129

　事業撤退損失引当金 29　 ―

　その他 5　 33

　繰延税金資産小計 294　 596

　評価性引当額 △265　 △426

　繰延税金資産合計 28　 169

(繰延税金負債) 　　 　

　その他有価証券評価差額金 ―　 △3

　繰延税金負債合計 ―　 △3

繰延税金資産(負債)の純額 28　 166

(注)　繰延税金資産の算定に当たり、将来の合理的な見

積可能期間の課税所得の見積額を超える部分につ

いては、評価性引当額として繰延税金資産より控

除しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

法定実効税率 △40.69％

(調整) 　
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

1.29％

　受取配当金等永久に益金に
　算入されない項目

△7.61％

　住民税均等割等 0.35％

　評価性引当額 60.19％

　その他 △0.91％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.62％

　(注) 当事業年度の法定実効税率は税引前当期純損失の
ため△表示としております。
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１株当たり情報

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 64.47円 １株当たり純資産額 46.13円

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

5.84円
１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

△17.41円

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び当期純損失金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

２　１株当たり当期純利益金額及び当期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当期純利益又は当期純損失(△) 318百万円 △949百万円

普通株主に帰属しない金額 該当事項はありません。 該当事項はありません。

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△) 318百万円 △949百万円

普通株式の期中平均株式数 54,552,521株 54,546,598株

　

重要な後発事象

前事業年度(自　平成16年４月１日至　平成17年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成17年４月１日至　平成18年３月31日)

該当事項はありません。
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7. 役員の異動（平成１８年６月２３日付予定）

　

１．代表取締役の異動

　該当事項はありません。

　

２．その他の役員の異動

　(1) 昇格予定取締役

　　該当事項はありません。

　(2) 新任取締役候補

　専務取締役　　　　坂口逸平（現：管理部門担当、不動産賃貸事業部長）

　

　社外取締役　　　　石神　高（現：丸紅株式会社食料部門長補佐）

　(3) 新任監査役候補

　監査役（非常勤）　水本圭昭（現：社外取締役（非常勤）、丸紅株式会社食糧砂糖部長）

　(4) 退任予定取締役

　社外取締役　　　　岡田大介（現：丸紅株式会社食料部門長代行）

　

　社外取締役　　　　水本圭昭（現：丸紅株式会社食糧砂糖部長）

　(5) 退任予定監査役

　常勤監査役　　　　鶴見　勝
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